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工 研究の目的と方法論
埼玉大学信国真載
東海大学今川 健
近年における我が国経済の急速な成長は，経済活動の既成工業地借への
集中によって，マクロ的に見れば集積の利益， ミクロ的に見れば企業平産
業などのνベノレにおける外部経済の創出がモの一因と考えられる。しかし，
半面，外部不経済（マクロ的に見れば“congestion”）は市場を経由しない
で直接的に消費者・家計に負担させられる結果となり，これが経済成長の
歪みとして広く認識されるに至った。この間の事情に鑑みて，昨年経済企
画庁が発表した「新全国総合開発計画」構想では，経済活動の地方分散が
提唱された。勿論経済活動の集中に伴う外部不経済は単独で存在するので
なく，集積の利益と表裏一体を成すものであるから，それを除去するのが
最適ではなく，従って，地方分散とはいっても，各地方ではある程度まで
集中化を推進する事が骨子となっている。このようなワ γセット主義り集
中計画は大型プロジzグトとよばれ，地域開発の拠点として経済成長の旗
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手と考えられているのである。
しかし，従来から小規模に試みられてきた拠点開発の様々な努力は，多
くが失敗に終ってきた。即ち，拠点開発計画は， E「「期町周辺地域への波及
効果を生み出さなかったのである。地域開発の成否は，それが充分な波及
効果を生み出すような経済構造が存在するか否かにかかっているのであれ
希望的観測のみに基いた不適切な資源再配分を操り返さない為に，この点
を予め確かめておくべきであろう。
本稿の目的は，新全国総合開発計画の一環を成す鹿島臨海工業地帯開発
を対象として，それがどれだけの波及効果を惹起するかを定量的に予測し，
合わせて，開発計画を成長重点主義，福祉重点主義，農業振興主義等々に
変化させることによって，経済状態がどのような影響を受けるかを呈示す
ることにある。
地理的には東関東に位置し，体質的には典型的な農業県であった茨誠県
も，高度成長期にあたる昭和30年代を通じての，首都三の外延的拡大に伴
い，都市化が進み，首都圏の一環としてり特殊性を身につけてきた。すな
わちこの期間に，農業部門の比重低下，人口の都市部への移動，通勤人口
の増加，等が遂次進んでいった。しかし昭和40年代に入ってからの茨城県
は，首都圏の一環としての役割を高めながら，単にベッドタウン化するの
みならず，それ自身も工業化，農業効率化を進めて，経済的自律性を高め
る動きをみせている。特に鹿島臨海工業地帯の造成計画ば，今までに類を
みない規模の，新規工業地帯の建設として注目される。この事業の端緒は，
昭和38年に，工業整備特別地域に指定されたことにあり，その後は県の開
発拠点主義にもとづき， jJ!lめられている。この計画の規模の一部を示すと，
施設函では，鹿島港を昭和50年までに20万トン級の船舶の入港が可能とな
るようにするほか，鹿島線の敷設も計画されている。広大な土地と豊富な
水を利用した石油化学，鉄鋼コYピナートを主体とした工業地滑が昭和50
年ごろには完成する見込みである。面積にして1,881万平方メートル，設
備投資額（民間〉にして，約1兆円，生産額にLて，鹿島のみで年率1.17
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兆円が見積もられている。鹿島地区以外にも小規模ながら，水戸周辺，土
浦阿見等が都市開発区域に指定され，工業団地の建設が進められている。
こうした強力な工業化政策の裂で，従来の中心産業であった農業の生産。
安定化，効率化も重視されている。
この種の開発計画における民間投資は，従来の経済運動法則から自然に
生み出されるものではなく，経済体系の外から，いわば giftform the 
Heavenとして与えられるものであるから，自生的投資として，公共投資
と同様に外生変数と考えられる。従って，本研究における主たる関心事は，
茨城県経済構造がこの自生的投資の何倍の投資を誘発できるかを計測する
ことである。
その為に，次のような分析手続きを行う。先ず，従来の経済構造を表現
するエコノメトリック・モデルを作製し，茨城県経済及びそれと類似して
いると思われる地域経済に関する統計資料によって，その構造を推定する。
都道府県単位の経済圏を大別すると，より大きな経済圏内の相対的な位置
によって，地域の中心経済圏（関東の東京，関西の大阪，中部の愛知等〕，
その周辺経済（関東の埼玉，千葉，神奈川など〕，及び向背地区（茨城，
栃木，群馬，山梨など）に区分できるであろう。推定に際しては，この第
2区分に属し，且つ茨城と同様に農業部門の比重が比較的高いと思われる
県に関する統計のみを舟いたから，本稿の分析はこのような地方にも僅か
な修正を加えるだけで応用できるであろう。さて，次に推定された構造の
現実の経済に対する近似度を調べるために，最終テストを行う。これはそ
デノレの局部的な性質ではなく，構造全体の現実との適合度を調べるために，
観測された経済と理論的に求められた理論上の結果とを対比させてモデル
の信頼度を吟味するのである。
このような検定を経たモテ’ルの推定結果は，構造（経済状態一一経済変
数の値一ーそのものではなく，経済変数間に成立している関数関係）の不
変性の仮定をおくことによって，自然科学における実験に相当するような
さまざまな操作を可能にする。化学や物理学の実験で，温度や圧力平質点
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の運動における初期条件を制御することによって，それぞれの条件下にお
ける実験データを集めるように，エコノメトリック・モデルにおいても，
経済体系外から経済運動を規制する諸要因（これを外生変数と呼ぶ〕や初
期条件を変化させてみることによってこれら由要因がどのような影響を与
え，運動の経路にどりように関与しているかを知ることができる。このよ
うな操作による分析は，シミュレーション分析と呼ばれている。操作の範
囲を将来にまで延長すれば定量的な経済予測が得られるL，外生変数の中
に政策手段変数を含めておけば，特定の政策下における予測や，政策の違
いが経済にどのような差異をもたらすかも明らかになる訳である。そこで，
宮古述の開発計画における投資 （Aι）を外生変数とすれば，投資関数を
I,=A汁α＋/3K,,+rLflう，，＋oG,,+il,
（記号の意味は変数指定表を参照）
とすることにより，観測期間中A,=Oであったとしても，構造（α，/3,r. 
o, U，） が変化を来たさない限り，計画の実施段階に応じて変化するA，の
値がLを通じて体系内の他の変数を左右する姿を追跡していくことがで
きるであろう。更に， A，と組み合わせて政策手段変数たる公共投資の配
分をいろいろ与えてやれば，開発途上において政策が経済に及ぼす効呆も
同時に明らかとなる。
以下において，第E節でモデルの視点を概観L，第E節で構造推定方法，
第百節で推定結果とその説明，第V節でファイナノレ・テスト，第百節で予
測結果とシミュレーショ Y分析について述べる。
I 号デルの視点
分析対象期間が長期に亘る場合には，モデル自体を長期において信頼で
きるように作製＼.，＇短期的な経済変動の説明力は関わないのが普通である
う。一般に，短期においては需要が，長期においては供給力がより大きな
決定因と考えられるから，研究目的に合致するように，我々のそデノレは長
期モデルとして構築されている。短期における需要の重要性を認みること
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と，長期においてはそれが適当な財政，金融政策を通じて生産要素の平均
稼動率が小範因に制御され，従って主たる決定国が生産要素の変動にある
と主張することは，論理的にも両立し得ることである。故に，関心は専ら
生産要素の変動を決定するメカニズムに集中する。
生産要素としては，民間資本ストック，労働力，及び経済的公共資本λ
トッグ（EOC）が存在するものとする。ある特定の地域への民間投資を左
右する要因の中には，マグロにおける投資の決定要因の他に，立地選択が
可能であるから，更に投資収益率の地域間格差が加わることになる。この
点については分析に必要な地域別統計資料が限られているので，産業立地
因子によって説明する方法をとらざるを得ない。就業人口は地域労働市場
における需給均衡点で決定される。但L，県レベルでの労働市場は，他県
筒との通勤が可能である以上完結的でないから，近接県を含めた労働市場
を想定して茨城県における就業人口を決定するようなモデルとしなければ
ならない。従て，労働力に関しては，住民人口の変動（自然動態と社会動
態）と通勤人口の対他県パラ Yスの双方が陽表的に導入されている。
一方，社会資本見トックは一般に政策的に経済体系外で決定されるもの
と考えられているが，短期においてはその通りだとしても，長期において
もこのような立論が正しし、かどうかについては検討の余地がある。確かに
政策立案から公共投資支出に至る過程で1年以上の期間が必要であり，更
に支出が構築物となってサーヴィ 1を供するようになる迄の懐妊期間が平
均3年程度とすれば，短期間においては技術的にも申l御不能である。しか
し，公共投資計画が経済の変動から体系的な影響を受けているとしたら，
長期においてはもはや内生変数と化してしまっていることになる。我が国
。公共投資の地域配分は，実務的な予算編成段階で，人口や所得格差や地
域の広狭に応じてある程度自動的に決定されているから，このような主張
も誤りとは言えないのである。しかし，この事を全面的に認めるなら，公
夫投資を政策手段変数として操作することも不可能となる。従って，ここ
では公共投資を（ひいては社会資本丸トッグを〕，政策当局の明確な意志
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が関与しない限り経済体系によって内生的に決定されるが，計固化して操
作することも可能であるものと考えることにする。観察期間中は公共投資
配分計画が存在しなかったから，モデノレでも内生変数とし，上述のような
時の遅れを伴って具体化されると思われる社会資本需要と，財政資金制約
下の供給の両要因を説明変数として取り上げる。他方，予測期間について
は鹿島プロジェグトの一環としての公共投資総額とその用途別構成比が与
えられているので外生扱いとなっている。これに伴って，社会資本需要と
投資計画値とのパラyスを検討すると共に，財源の過不足を調べることが
できるように，財政歳入と歳出を詳細に予測することにした。
産業区分は， 「農工両全」の成否と立地の動向を分析する必要上，農業，
製造業，その他産業と三分し，且つ投資関数は製造業を更に10部門に分割
した。
lI 推定方法
地域経済分析をすすめる上での致命的欠陥である観察資料の絶対的な不
注1
足，および多変数問に線型関係を想定する場合問題となる重複共線住の存
在に対処するために本研究では以下の方法を採用した。
1. 全国グロ旦セクションデータによる推定
これは各地域に共通の経済行動が仮定される場合に，許容される方法で
あり，特に時系列データの標本規模が過小な統計（例えば国勢調査にもと
づく人口〉を利用する場合には適当である。
2. 複数県データのプーロ ングによる推定
経済構造が類似している地域を選出しデータをプーんして推定を行う。
この場合プールする県のデータが全て同一母集団から抽出されたものとい
う仮定がみたされなくてはならない。本研究では茨城，千葉，静岡，三重，
注l ー黒町時系列データではたかだか12個（昭和29～40年〕 Dサンプノレしか得
られず，多くの場合四半期データは存在せず，変数を多くした場合自由度はき
わめて限られる。
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岡山，広島の6県の昭和32年～38年のデータによる42サYプルが推定に用
いられた。但し前述の仮定が満たされない場合，撹乱頂の期待値がゼロと
いう仮定が成立しないような推定量で推定するような結果を招く危険性が
ある。自由度を大きく出来ることが最大メリットといえる。
3. 段階的推定法（StepwiseEstimation〕
クロスセクシa＇／デー タと時系列デー タ，プー リ Yグデータと時系列デ
ータの併用による推定である。クロスセクV三＇／ （横断面）と時系列とで
普遍的経済関係が仮定されれば一方で推定されたパラメータを他方で推定
されたものとして使用することが可能である。しかし変数のなかには時系
列的は変化するが，横断面では定数値をとるものや，その逆のものがあれ l 
このような場合，時系列および横断面データの一方からのみそれぞれ一部
のパラメーターの推定値を得る段階liJ推定法は後述する如き仮定が満たさ
れた場合に不偏推定子を与える。たとえば， l時間的にのみ変化するとみら
れる変数，地域の特殊性のみを反映する変数などに対しては，前者のパテ
メータはグロλセクションデーターから推定し，残溢を地域に特有の変数
の時系列で説明する段階別推定法は重複共線性を回避するひとつの手段と
Lて有効である。
多変数をそれぞれの平均からの偏差であらわした回帰そデルy=Xfi十ε，i
y= （；~） X=(;;, ~：：：：：：~：：：·；；~：） fi= (I) 
とおいて， x,fiを分割して
Y=X,fi,+X，μ十ε
とすれば， x，とx，とが直交する限り， yをx，に回帰させた回帰式の残
涯を更にx，に回帰させるという二段階の手続きから得られる μ， jとιの
推定値y,jは， yをXに回帰させて得られる推定値b，んと等しく，
注2
不偏性を有する。説明変数の一部の観測標本が時系列，他の一部について
注2 Goldberger, Arthur A Econometric Theory, Wiley, 1964, pp.194～6 
124 
は横断面資料のみがそれぞれ得られる場合には，我々は一方の組には時間
的に一定，他方の組には横断面で一定となると思われる変数をまとめて
x, x，とし，両者が直交する （X,'X,=O）と仮定して，段階的推定を行
った。
モデ）~の概要と推定結果
モデルの概要3
Iにおいて述べられた目的にそって構築されたそデルの概要は図1-1,
図1-2のフローチャートによって示される。生産面接近型のモデルであ
IV 
〔A.
り，経済構造と人口，労働，投資，生産，財政の5部門としてとらえ，こ
れらが全体としてひとつのそデんを構成する。
人口部は移動の側面を重視し，動態として把握されている。労働部門は
労働市場における調整パラメータとしての賃金を含む需給均衡型である。
財政部門は歳入側を自主，依存に分け，税制の基本的性格をうきぼりにし，
かつ会計的な考慮を払い公共投資の財源となる資金量を算出し得る形にま
とめた。投資部門は前述した如く，製造業をio部門に分け，立地因子を含
む投資行動の把握につとめ，計画期間中における計画値の組み込みを可能
ならしめてある。生産部門では農業における技術進歩をトラグターの普乃
台数によって表現した。
全体を通じては公共投資が各部門関数に導入され，地域経済成長の促進
効果が明示的にとらえられる様になっている。
推定されたそデルの規模は以下の表の通りである。
計
?????
式義
???
定〉は統計式
22 (10) 
構造方程式（
ー一~」」一一一一一一一ー一一一ー－－p~ 
門
門
??????????
部
???
77 23 54 (17) 計メ益、同
? ??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
? ? ?
?
?
?
?
μ
 
を9 "' 
? ?
?
茨絵県地域計量経演学模型 127
表1 モデル変数一覧表
l:'.号
nu 
nfi 
nio 
not 
Nij 
Nji 
内 INio
Noi 
ムK,
R, 
R, 
生 IR
z 
Gλキ
Gi* 
変 IGn*
Gw* 
GH* 
G* 
N 
数｜K, 
K, 
K, 
[{ 
Ga 
L 
E, 
変数名 備 考
2地へ町通勤流出入口
2地からの通勤続入人口
通勤流出総人口
通勤流入総人口
3プロックへの転出入口
2プロックから白転入人口
?
?
?
???
???
?
?
?
??
??
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
???
〉〉???????
?（〈
?
?
?
? ???
?????????
?
???
??
産業基盤
運輸基盤
生活基盤
住宅基盤
" " 
" " 
" ， 
" " 
資本ストック総需要
人口
農業資本ストッタ
製造業 " 
そり他産業資本ストック
" 
35年価格による Deflate
" 
" 
全産業 " " 
地方政府消費的歳出
労働力人口
農業就業者数
Pa,vpによる Deflate
128 
l記号 考変数名 備
?
?
?
???????????
w, 
R' 
??????
???
?
E,.. 
w，刊
生 IGλ
GI 
GR 
Gw 
GH 
変 IG
Y, 
Y, 
Y, 
数 ly
Y，紳
そり他産業 " 
県内公共投資財源
農業就業者総数
一次産業就業者数
二次産業 , 
三次産業 II 
製造業そ白他産業就業者数
グ 平均賃金
農業基盤公共資本ストタク
産業基盤
運輸基盤
II 
II 
生活基盤 グ
住宅基盤 II 
総会共資本ストック
農業生産所得
製造業グ
そり他産業生産所得
全産業 グ、
一次産業 グ
????
?????? ???
???〉〕〕?
?
???
?
? ?
? ???
PoNP による Deflate
政陀資本形成デフレ－:!Jー によ
る Deflate
II 
fl 
II 
fl 
fl 
民F資本形成デフレーターによ
るDeflate
fl 
fl 
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｜記号｜ 変 数 名 儲 考
(l+D）非 非鉄鋼業投資 ｜間De一!late 成デフーよる
(l+D）金 金属工業 ff 
〔l+D〕機 機械器具製造業 ff ff 
〔l+D〕電 電気器具製造業 ff ff 
内 l(l+D）他 そり他製造業 II II 
K食 食品工業資本スト γク ， 
［（.イt 化学工業 II II 
生 If{右 石油工業 I II 
［（：鉄 鉄鋼業 ， II 
変｜幻ド 非鉄鋼業 II II 
K金 金属工業 II II 
K機 機披器具製造業 II II 
数 I［（.・電 電気器具製造業 II II 
K輸 輸送機器製造業 II II 
［｛.他 そ白他製造業 II II 
［（霊 重工業資本ストッタ II 
KTOTAL 立地部門総資本ストック II 
Ni Jプロック人口
外 IDii 茨城より 1～へり吋加P山 Defl a 
W,+3. J J地製造業そり他産業平均賃金 グ
生 IE,+3. j II 就業者
dij 茨城よりJ県への通勤時間駐維
変｜が j 1県より茨城への II 
YJ 全国生産所得 ｜加P による Deflate
数｜め 全国人口
GJ 全国公共資本ストッタ総額
AM 全国総面積
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考備名数変号
?
Pa.vP による Deflate日本政府総歳入
??
?
? ? ? ?
????? " 全国自立財源歳入総額
" 全国地方政府歳入総額
県面積AR 
農地面積LF 生
トラクター 台数TR 
年度T 
Pa.vP による Deflate
、???』???
????
?
? ? ?? ???
?
??
農地価格
分配所得ポテンシャJレ
港湾社会資本ストック
変
IPLF 
Gpa 
π 
数
港湾公共投資ιGp。
PanPによる Deflate2プロック一人当P所得(Y／めJ
CB.推定結果〕
プ－9Yグのクロスセクショ：ノ，推定に用いられたデータには時系列，
3種類があるので，各方程式名の後に推定方法を示しておく。なお，係数
の下のカッコ内の数字は T-valueを示L，企印はマイナλを示す。
人口移動，人口，及び通勤人口I 
総流出入口定義式
w 
Nio= Z Nij,t 
J~I 
(1) 
(1-1) 
プロック別流出関数（タイムシリーズ）
Ni, =•490. s・+o. s210C!fi，旦rl._t_ヨ
' (6. 388〕 Dir,t-1
R=0.8940 
工(1-2〕
S=492目9
Wrr,t-1 Niu =•42810+{21. 42 1 +O田口5598
(4. 241) Wi, t-1 (8. 573〕
耳(1-3) 
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な奇問 R=O. 9805 S=l292 
(Ni,Nm 1-1 (1-4〕 E Ntm=•33. 09+0.1775ー と且L工止
(7.108) Dim, 1-1 
三＝O.9121 S=l09. 9 
(1-5) IV Ni\1=•37.82+0.2684\.!Iι＆江コ
(2目338) Dirv, 1-1 
(2〕 総流入人口定義式
IV 
(2ー l〕 Noi,t= 5: Nji, t 
J=I 
R=O. 5557 S=259. 8 
フ・ロック別流入関数（タイムシリーズ〉
日TI,1-1 (2-2〕 I N1 i,t=•58030+{18 72＋・41050 1一一一×
(4. 559)(-4. 375) Wi, t-1 
1 } !,!i，旦江主 R= o.8360 s =1262 万石コヨ Dq, t-1 
(2-3〕 E Nni, 1=•11860+{2. 581 +•1373Q/l\T)_n_,lヨx
(4. 3156)(-2. 245〕〔Y/N)i,t-1
可百｝Y!J;1f;tたL R= o.9s10 s = 1291 
( 2-4) ll Nmi.1=•1208+{0. 6304+•916. 7_(Y/1¥l)見左1x
(3. 272)(-2. 478) (Y/N)i, 1-1 
1 t (Ni,Nm)l-1 • • ｝一一 一← R=O. 9171 S=98 49 万福；T-f' Dim，ト1
( 2-5) IV N,d, 1=•4971 +{2. 532+•9947 （ηN〕巴と！x
C5. 97sl c -4. 573〕－（Y／万）｛t-1
1 , (Ni, Nrv) t-1 • • ｝ 二旦旦土土 R=O. 9409 S=l87. 5 万百万二1' Dt品E二了一
(3) 住民人口関数
cs~r〕 Nt=zo.so+o. 9881 Nt-l+(Nai-Nio),x_l___ 
c4.693〕 1000
R=O. 8232 5=3676 
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豆
〔4〕 通勤人口流出総数定義式
(4-1) nio, t= J: nij, t 
J=l 
通勤人口流出総数（プ－ 9 ：／グ〕
(4-2) nij, t =106. 5+(•18. お＋25.40阜些主斗〕
(-2.285〕（4.144) VY'"''' <-1 
E，.，＂むニL
Dij', t-l 
R=O. 9814 5=1285 
(5) 通通勤人口流入総数定義式
， 
(5-1) noi, t= J: nji, t 
j=::l 
通勤人口流入関数（プーリング）
(5-2) log nji,t=4田361+o. 6333log_i星生J_,,_,)_(,l':,il，ム土よ
(12. 07) Dij'. t-l 
+ 1.471 log－！，＇出担旦×よ一点＝ O.鉛16
(18. 20〕 Ww.i.1-1 Dij',t-l S=O. 09500 
労働力人口及び労働方市場
(6) 労働力人口決定式（Stepwise)
〔6-1〕 Lt, i=•l32300+498 Ni, t+5. 538（一日）±！.j._, 
(98. 30) (3. 214) I l:'GNP I 
R*=O. 9989 
(7) 農業就業人口関数（Stepwise)
(7-1) E山戸11740+{0目 81339+32030（芦~！亙一），.】
(15.57〕（3.05〕、 VYo+3 I 
S=l0714 
+•O. 8232(-f:.!L ), , R*=O. 9955 
(-3. 358）、 I"GNPI 
(8) 製造業労働力需要，供給，及び需給均衡式
!ogE♂，，＝10.28+0.開OK， 日十•2.17410g は!'.L.)
(16. 8) I l'GNP I 
(8-1〕
Jog E,s, ，＝・12.65+1. 325 log(L+noi),+2. 271 log 
(14. 9) 
(8-2〕
（恭）£
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(8-3〕 E,n,,=E,S,, 
(9) その他産業労働力需要供給及び需給均衡式
( 9 1) I叫 n,,=4.498+0. 9316 logf-)'.i .. )._, 
(51. 3）、 l:'GNPI 
+•O. 9363 I惚1-l判a、I寸・a.vp1 
( 9 --2) log E,8,,=•3. 853+ 1.06 Q!Og(L＋仰のけO目684l!Og
(31. 6) 
（長）・
( 9--3〕E,n,,=E,s,' 
(10〕 就業人口統計式
農業総就業者統計式（タイムシリーズ）
(1ト 1) E＂~＝蜘50+0.9722E", 
(52.臼〕
第一次産業就業者統計式（プーリ YF〕
(1ト2 〕 E，~：＝ •2630+1.028E", 
(2. 16) 
第二次産業就業者統計式（プーロ ング〉
(10--3) E：う＝40370+1. 142E,,, 
(16.76〕
第三次産業就業者統計式〔プ一日 Yグ）
(10 4) E，~：＝ •1047+0. 8317E,,, 
(ll) 製造業，その他産業就業者数定義式
(ll 1) E，刊 ＝E,+E,
(12) 製造業，その他産業平均賃金定義式
(12ー 1) W,.,=J!'.LE辻FむさL
τー e E，十E,
][ 公共投資部門
R=O. 9982 S=2820 
五＝o. 9895 s = 15780 
R=O. 9799 S=25840 
R=O. 9682 8=27730 
〔13〕 農業基盤公共資本ストック需要関数（クロ見セクショ：.；）
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(13-1〕 ???
??
?
】
?
? 』?
???
?
??
。? ，
?、
?? ???
?
?
?
??
?
??
?? ，? ， ， ???
S=l9190 
〔14〕 産業基盤公共資本ストック需要関数（クロ見セクショ Y〕
(14-1) G，：，。＝42810+0.1490K…＋4目。WAR,,,
(1. 54) (13. 43〕
長＝O.9318 S=22220 
(15〕 運輸基盤公共資本ストック需要関数（クロスセグショ／）
(15ー 1〕 G:.,=37300+10. 78An,, +63. 6N,, +O. 4152K,,,, 
(11.56) (4.265) (4.596) 
R=O. 9762 S=54350 
(16) 生活基盤公共資本丸トッグ需要関数〔クロスセグショ／）
(16-1) .Gn~.，＝7530+42. 39N,,+0.1556（ぶ＋勾＂
(6.96日）（旦317)
見＝0. 9935 s = 18152 
(17) 住宅基盤公共資本ストッタ需要関数（クロスセグション）
(17-1) G;.,=•63210+22. 48 N,,+426. 8（与）" 
(10. 41) (3. 756) I lV I 
。
長＝b.9549 S=l4667 
(18) 総公共資本ストッグ需要定義式
(18-1〕占＝G,7,,+G;, ,+G~， ,+Gw, ,+G';,,, 
(19) 農業基盤公共資本ストック供給関数〔タイムシリーズ）
(19-1) G川 ＝GA,H +•6749+0. 1371G;,_, 
(7.561) 
長＝O.9356 S=267. 7 
(20) 産業基盤公共資本ストック供給関数（タイムシリーズ）
(20一1) Gr, ,=Gr, t-t ＋•鎚50+0.1452 er，← 
(3.筋4） 
R=O. 7799 S=634. 9 
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(21) 運輸基盤公共資本λトック供給関数（タイムシリーズ〕
(21 1〕 GR,,=GR，ーけ哨3時日＋0.1151GRιペ
(12. 74) 
R=o. 9761 S=399. 4 
(22) 生活基盤公共資本ストッグ供給関数（タイムシリーズ）
(22 1) Gv,,=Gw，＿，＋企13058+(0.2261+0. 4709x10-• R九〕
(3.283) (22.38) 
x c,,-G .，＿〕 R=o. 9936 s =209. 6 
(23〕 住宅基盤公共資本ストック供給関数（タイムY リー ズ）
(23 1 ) G}/,,=Gn, ,_, +540. 5+ (•O. 05653+0. 3585x 10-• R’a〕
( -2. 665) (4. 781) 
×c：，，「Gu，。 .R~o. 936 5=124. g 
(24〕 総公共資本λ トック供給定義式
(24-1) G,=G,, ,+Gr, ,+GR, ,+G町 ，＋Ga,,
町財政歳入部門
(25) 自主財源歳入関数〔Stepwise〕
(25 1) log R,, ,=•3. 221+1. 061 JogY,_,+o. 2109 logN,_, 
(25. 11) (2. 751) 
+O. 2C98 logK,_, 
(2.490) 
(26) 依存財源歳入関数（Stepwise)
R=o. 9840 S=o. 03110 
I R,/R、， v 、
(26ー 1）九，，＝5188+141830（ヨ・＝－て46 ），＿÷42590 I.;:._ t , 
(-11.82ドJ:R/J:RJ 〔1.91) I CI I' . 
十0.5290 G，＿，十0.004092 R,, ，← R*=O. 9751 8=5188 
(27) 圏直結・公営・準公営事業投資関数（Stepwise)
(27-1 ) log z,,,=•13. 16+ 1. 418 log R,,,+2 137 G,,,_, 
(6.909〕（6.°755)
+•O. 6925 log.R, f _(Y/JV),) ＿，三＝o.9473 S=o. 08290 
(3.197）’＇ l (Y/N〕JJ t
(28) 地方政府消費的歳出関数（Stepwise)
136 
(28-1) G" ,,=•32470+ 13 80 N ._., +O 7802 AR><<-<• 
+O. 6620 R，ド か＝O.9998 S=641. 8 
(29〕 地方政府総歳入定義式
(29 1) R,=R,"+R,,, 
(30) 県内公共投資財源定義式
(30-1) R’，，＝R"+z,,-G"' 
v 民間投資部門
(31) 農業資本スト γク関数（Stepwise〕
(31ー 1〕 K,,, ,=•143200+0. 08239 E., , <-< +9. 227 Lf,,, <-< 
(4. 231) (4. 955) 
十3.977 G,,"_' 
(17.49〕
(32) その他産業純投資関数（プ－ 9 ；.＇グ）
か＝O.9956 S=2951 
(32-1〕 ，K,=9004+0.5168+(Y,_,-Y，→）＋お4.O(N,_,-N,_,) 
(7. 028) (4. 056) 
(33〕 その他産業資本ストック定義式
(33-1) K,,,=K,,, ,+ K，・a
(34) 製造業部門j]lj投資関数
食品工業投資関数（Stepwise)
長＝O.8586 S=6179 
(34 1〕 (l+D).,,=•2012+56. 64(N,_, -N，＿〕，＋O.5169Y，山山
(12.15〕（2.735) 
+O 02300（乙.， <-< -Y,., ,.) • 
ci. 137) 
化学工業投資関数（Stepwise)
R=O. 8824 S=427. O 
(34-2〕 (l+D),,,=-263. 5+0. 05554広重，， t-1 
〔9.165〕
+l. 469(l+D）食，h＜－＜十594.6(oGpo/GPo),, ,_, 
(8.261〕（1.128〕
長・＝o.9346 S=l48. 4 
鉄鋼業投資関数（Stepwise〕
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(34-3) (I+D),, ,=•721. 9+117. 9(K，重／AR〕川叶
(3.422〕
十0.1021GPo…＋zgg7{X•· ＇： ~=1'.＂－＇ュL
(4.845〕（2.183) I l 2 ><-< ／’ 
jト＝O.8479 S=618. 7 
非鉄鋼業投資関数（Stepwise〕
〔34-4) (I+D），，ι＝988. 4+0. 3008>Gpo, , <-< 
CL 640) 
+o. 03826 'CGI+ R),, ,_. +o. insU+D〕機十霞＋輸＋金，h<-< 
(2. 900) (2. 502) 
R*=O. 8440 5=8162 
金属工業投資関数（Stepwise)
（鈍ー 5) (I+D),, ,=1770＋臼29（豆半z叫，M
(11. 61)、Rn I 
+0. 2202N,, ,_,+•13臼w，山H R*=O. 9766 S=l65. 0 
(2. 760) ( -4. 304〕
機械器具製造業投資関数（Stepwise)
(34 6) (I+D）円＝•330.6+16.65(-1;°2-),,, ,+0.3012π， ' ' 
(8.277〕、f1RI (1. 615〕
+0.02534(Y, ,-Y,_,), R*=0.8722 5=557. 7 
(1. 254) 
電気器具製造業投資関数（Step百se)
（担 7）〔I+D),,,=•1053+8. 241（不十.CI坦），，，＿，
(6. 866) ¥ riR I 
刊 5539丸山＋O.000295九日 N*=O. 9980 S=2制
その他製造業投資関数（Stepwise〕
(34 8) (I÷D〕，，，＿，＝8470→ 46.96（~込山4
(2.593〕＼ .!1.R I 
I W.,E.内 1+ 118 5 (N,_, -N，＿，〕汁•O 1051（ー し』），，,_, 
( 4. 148〕、 h I 
R*=O. 9542 5=1030 
食品工業資本丸ト y ク式但〉
138 
(34-9) K食，＝〔l+D）食，，＋（l-0.1474)K食， M
化学工業資本ストック式
(34-10) K化， ,=(l+D）イヒ， ,+(1-0. 2340)K・化， <-< 
石油工業資本ストック関数（Stepwise〕
〔34-11〕 K石，，，.＝18.77+(0. 5697+0. 3557× 10-• GPO,,, H 〕
〔5.41〕（3.083)• ~ 
K石川＿，+o. 003供3九日
(2.184) 
鉄鋼業資本ストッグ式
(34-12) K鉄， ，＝（I÷D〕鉄，
非鉄鋼業資本ストッグ式
R本＝O.9874 S=9. 002 
ι＋（l-0.1950)K：鉄， H
(34一13〕 K非， ，＝（l+D）＂！｝ド，，＋（l一Q.11950〕K非，ド
金属工業資本スト γク式
(34 14) K金， ，＝（l+D）金，，＋(1-0.1500)K金， N
（注） 粗投資 （I十D）の統計からストックKを求める為には減価
償却額Dを明らかにしなければならなし、。しかし， DとKとの
関係は拍簿価値上の関係であって景気変動の影響を強く受けて
いるから，物的な関係に近づける為に， D，＝αK,~ ， として，
α＝ Z D, /10と定めた。ストッ夕方程式右辺第二項は
•=" K,_, 
(1ー α）K,,H である。
機械器具製造業資本ストック式
(34一15〕 K楼，ι，＝(l+D〕機，，＋(l一0.1270)K機，←
電気号号具製造業資本ストヅク式
(34-16) K電， ，＝(l+D〕電，，＋（1-0.1710〕K電， H
輸送機器製造業資本ストック関数（Stepwise)
〔34 17) K輸，，，.＝54.08+(0. 3583+0.1409Xl0－乍川田，）
(4. 740) (1. 890〕
K輸，れM÷O0113 Y, , ,_, 
〔io.47)
その他製造業資本丸トック式
か＝O.9969 S=67. 90 
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(34-18〕 K他， ，＝(l+D）他，，＋(1-0.1605〕K他， M
重工業資本ストック定義式
(34-19) K霊， ，＝K化， ，＋K石， ，＋K＜鉄， ，＋K非， z
製造業総資本丸トック定義式
(34-20) KroTAL=K食＋K｛ヒ＋K石＋K鉄＋K非＋K金＋K；機＋
K電＋K＇輸＋Kii也
製造業経資本月トック式（タイムシリーズ〕
(34 21) K,=2951+1.826KrorAL 長＝o.9698 .5=12520 
(11. 36) 
全産業総資本λ トック定義式
(34 22) K=K,+K,+K, 
百生産部門
(35) 農業生産関数（プーリ Yグ〉
(35-1) log( .1'«~；.！：！＇..＿） ,=•O. 03684+0. 1662 log(-£'> ). 、ι1 I (3 291) ¥ .c;・ I 
I Lf ¥ 十o.4493 log 1－おじ＋o.5033x10-•cA, t-1十0.2458×10->TR 
(3.244〕、 .c,:. I (4. 675) (1. 417) 
R=O. 9254 s =O.04068 
(36) 製造業生産関数（プーリ Yグう
(36 1）同1-)'1-),=•1. 254+0.臼 0同E,,,+O.制 7
、口GNp ' (2. 739) (2. 087) 
logK,, ,+o. 1980× 10-•c,,,_,+o. 01550T 
(2. 463) (2. 569) 
長＝o. 9732 s = 0.05418 
(37〕 その他産業生産関数（プーP'/ 1") 
I Y,Pavp ¥ I E:, ¥ (37 I〕log（円 I =•L 163+0. 4557 log（イ包」）＋O.4128 
¥ l..TRt-1 I (3 734）、 l..TR,,-1 I (3. 792〕
Iog （－~K,,, I +o. 021ssT 、l..TR,t-1 J 〔6.972)
(38) 総生産所得定義式
長＝O.9587 S =O. 03468 
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〔38-1) Y=Y，＋九＋九
(39) 一次産業所得統計式（プリ－ 1') 
(39ー 1) Y，＊＊＝ム1048÷1166Y, 
(32.83) 
(40〕 二次産業生産所得統計式（プリーグ）
(40 1) Y，料＝•896.6+ 1.116九
(40.76〕
(41) 三次産業生産所得統計式（プリーグ）
(41-1 〕 Y，榊＝•896.6+0. 8035 Y, 
(40. 03) 
(42) 全産業生産所得定義式
(42-1) F同＝Y，紳 ＋Y，料＋九糾
c.構造方程式の説明コ
1. 人口部門
a 住民人口移動及び人口
住民人口移動は，茨域県以外の地域を
長＝O.9953 S=901. 7 
R= o.9910 s = 1959 
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第工プロック：北海道・東北地区 8県
第Eプロック：関東・東海・中部地区 12県
第Eプロック：北陸・近畿地区 9県
第百プロック：中国・四国・九州地区 16県
と四分割し，相手地域別の流入，流出関数によって表わされている。
関数はグラピティ及び賃金又は所得格差による係数シフトを命む修
正型である。以上で完結した社会動態と，自然動態を表わす方程式
はよって住民人口が決定される。
b 通勤人口
通勤人口を地域計量モデルに組込んでいる例は少ない。しかしな
がら我々の茨城モデルにおいて敢えて通勤人口を導入した理由は，
今後茨城県が鹿島という大プロジzクトをひかえて，その人的資源
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をどの程度確保しうるかを明らかにする必要があるからである。事
実，我々は労働市場の分析においてこの通勤人口を組み込んでモデ
ルを構成している。
一方，我々のこのような視点をさらに重要ならしめるものは，茨
城県のおかれた地理的条件にあるといえよう。いうまでもなく茨城
県は首都圏の東に位置する。近年，東京，神奈川の過密事情に伴い
隣接各県への人口移動は激しさを増し，又経済的緊密度の進展によ
り，県から県への移動は，人的にも物的にも量が拡大されるに至っ
ている。そこで，この地域モデルにおいて人口の移動関数を導入す
ることは不可欠といわざるをえまし、。このような事情に呼応して近
年，茨城県はその県南西部がベットタウYとしての様相を呈し始め
ている。また今後の交通事情や東京を初めとする他県の経済活動の
如何によっては，さらにその傾向を強めていく可能性が充分に考え
られるのである。
通勤人口関数の一般理論は，居住地選択行動と就業地選択行動を
同時に説明するものでなければならないから，次のような要因を考
慮すべきであろう。
まず第ーに距離（Dのである。我々は前節において人口穆動を扱
ったがその人口移動と通勤人口との最も基本的な差異はこの距離に
あると考える。通勤は距離によって移動地域の限界が設定できると
いうことである。きて距離については2つの問題点がある。その1
つは距離をどのような単位で計測するかという尺度の問題であるが
我々としては時間距離を採用した。距離には単純な物理的距離，費
用距離といったものがあるが通勤には時間距離が適当であるう。そ
して距離をどの範囲にするかがもう 1つの問題になる。そこで我々
としては，流出の場合は自県の県境に位置する駅から他県の県庁所
在地までをその区間に設定した。このことは就業先が県庁所在地を
中心に存在しているであろうという仮定によるものである。見方を
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かえれば県の重心は県庁所在地にあると仮定したもので，厳密にい
えば，かなり県によって差があろうが一般的には妥当なものではな
いだろうか。したがって，東京と茨城の距離は茨城からの流出のl時
は取手から東京まで，流入の時は上野から水戸までということで流
出，流入では距離に差があることに留意してもらいたい。
次に賃金 （W，.〕は茨域県民が県内に勤めるか，数えて通勤する
かの選択における基本的な要因となる。又他県民にすれば茨城への
通勤にとっての指標となる。
住宅事情を表す指擦も考慮されねばなるまい。直接的には宅地価
格があろう。その他にl人当りの GH.GWという生活，福祉基盤
等社会資本も見逃せまし、。しかるにこの宅地価格は資料的制約があ
り結局，推定には，全体の平地面積に占める宅地面積 （LH）をと
り各県の宅地供給能力とし代置させて使用した。
最後に通勤人口を送り出すものと受け入れるものとのポテy＂＇ャ
リティーを示すものとして，製造業その他産業の就業人口 （E,.,)
をとった。これは事業所ベ－？.の数字を使ったものであるから受け
入れ仰lの需要の大きさともいえる。
他にもさまざまな変数が考えられようが，一応ここでは，以上4
種の変数にしぼることにすると
nu= f(E ., w .. , LH, Di；〕
という説明変数の枠組ができた。そこで次の段階としては，どのよ
うな関数型を形成するかである。
まず統計的アプローチの業積としてのグラピティー，またはポテ
ンシャノレという 2つの形が考えられるが，我々としてもこの2つの
タイプを軸にして考えていった。まず2地域の結びつきの度合指標
として， ι針山中心とした。本来は人口（N）をつかったい
わゆる人口ポテyシャノレがあるが通勤にとっては就業者，製造業そ
の他に限定した方がより妥当すると考える。これに賃金格比を組込
めば，
を得る。
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これはy・ラピティー の係数が町， α＇;fと2つあり，
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2つ
のパラメーター同志の関係により号の格差がどれくらい離れた場
合，移動が停止するかという形を示してくれるもので単に
吋H E,.,i, lf_,.,j zij，＝α。＋α1 辻手詰註y__という形よりは実際的であi,_ Dij' 
る。
LHi そこでこれに住宅事情（LH）を組入れ 〈を考えることもできLHz 
ょうロ
このグラピティー又はポテンシャノレにおいて
り，＝α。＋αJ写2土，i,E,.,j_）.＿，＋α（αd/wi ) 
Dij' I '¥ Dij } 
といったように分離した形のものも考えられる。 これは談話的な結
びつきを示す第1項と賃金格差を距離で割引いた形の第2項を統合
させた式である。
通勤人口関数は恐らく他に推定例がないと思われるので，我々が
評みた方法をとりまとめてここで報告しておこう。
我々が入手できた資料は，国勢調査である。 したがって我々が観
察期間とした29年より40年の聞においては30年， 35年， 40年の3年
間しかない。その内容は各県についてその通勤人口部門における推
定上の最大の難点はサンプノレが非常に制約をうけていることであっ
た。一方，通勤人口推定の目的は生産に関与する労働力需給の分析
にある。従って必要な数字は純流入であり，流出入方向はこのそデ
Jレにおいてはそれ程重視されていない。だが上記の事情ーにより，時
系列データによる推定は困難である。
この解決法にはいくつかある。
まず，全国46県のグロス・セタγョン。 この場合関数型のところ
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で説明したようにある変数の比を使用するときどのデータを採用す
べきか問題となる回例えば青森に関して，ザにおいてmjとして全国
" の平均賃金をもってきたとしても，それは説明力が弱いといわざる
をえない。つまり通勤ゆえにその範囲は制約されているので賃金格
差をみるには，隣接県の平均賃金の方が妥当であろう。これは流入
総数，流出総数といったとらえかたの場合であることはいうまでも
ない。これをもし方向別にとらえるいわゆる nijの推定ならば指標
の問題は解決するがこれは相手地域が平均5っとすると46×5の膨
大なものになってしまう。そしてその結果得られたパラメータが果
して茨城に適当なものかは保証されない。
次にプーリングの方法である。これはある程度採用しやすい方法
である。例えば性格的，地理的にみて似かよった県，千葉や岡山等
の大都市に近接するところを抽出L，それを使って推定する方法で
ある。
クロスセクショ Y，プ－v './ Fのいづれにしても，推定されたパ
ラメータの大きさが茨城にとって適当かどうか， ~pち，栢関度の高
い式が得られたとしても，茨城についてり残差が大きくなる可能性
が残る。他部門においては，この点を段階的推定方法を用いること
によって回避できるが前述したように，通勤には時系列データがな
いだけにそれができないのである。これが上述したような推定法を
採用できない理由である。
以下は，これら問題点を考慮して実際に評みた推定方法である。
茨城にとって通勤範囲をどう定めるかが最初のステップとなる。こ
の点は国勢調査において掲げられた東京，埼玉，千葉，栃木，群馬，
神奈川の7県を採用Lた。
第1の方法は40年だけに限り，茨放を含めB県の各々が対7県へ
の出入として7×8=56のサンプルサイズによる推定である。
すなわち首都圏に位置する各県問の通勤人口移動を推定し，それ
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を茨城にあてはめようとするものである。
通勤マトリックス
司
i 1東京 2埼玉 3千葉 4栃木 5&1'.¥g ら7抑止 7福島 8科病I
1- 1-3 I 1-4 1-5 1-6 1-7 1-8 
2 2-1 2-3 2-• 2-5 2-6 2-7 2-8 
3 3-1 3-2 3-4 3-5 3-6 3-7 3-8 
4 4-1 4-2 .1-3 •!-5 ・'-6 4-7 4-8 
15 5-1 5-2 5-3 5-4 5-6 5-7 I S-8 
』」 6-1 6-2 6-3 る－4 6-5 6-7 I 6戸 8
7 7-1 7-2 7-3 寸寸6¥0j<8 
8 8-1 8-2 8-3 5-,, 8-5 8-6 3ミー 7
この推定は首都圏における通勤人口関数である。すなわち nijと
いう形をもって tより jへの移動とすれば， t地より総流出数は
~nij 総流入は Zη＇ji となる。
;=1 ;=1 
推定の結果，相関， T-value，符号条件，等の検討の結果かなり
良い式が得られた。
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ところがこれらの式による誤差を茨城について見たところ，総流
出，入とも大きすぎた。これらはこの推定において茨城に対するデ
ータは56個中14個で4分の1であり，東京，神奈川等の数字が大き
いために茨裁に関しては過大になったものと考えられる。
したがって上述の方法による推定結果は首都圏の通勤移動関数と
してはかなり意味が高いが茨城に関してはパラメータが大きすぎる
ということであろう。これは40年だけであったので念のためにサY
プルを3年のプーリングし第2の方法56×3=168の＋γプルサイ
ズによる推定も試みた。大体56の第1の場合と結果は同じで30年，
35年， 40年の茨城についてみたところ，やはり理論値は大きくなり
すぎた。
通勤に関する現状は，茨城は非常に小規模な勤きであるといって
よい。東京，埼玉，神奈川，千葉の動きに較べるとー桁も二桁も違
う。そこで茨裁について妥当な推定値を求めるにはサYフツレを茨城
からの出入に限り，かつ流出，流入をl本の nりとして推定してき
たのを2本に分け別々に行うことにした。これが第3の方法である。
茨城から相手地域7つ。東京，埼玉，千葉，栃木，群馬，福島，神
奈川への流出，もしくは流入を3年間について抽出。
7×3年＝21個のサYプノレサイズに決定した。この方法による n
茨1を最終的には
－~＂茨j=n 茨 o._s_nj 茨＝ no 茨として流出総数，流入総数をつか
1‘ J ' • 
むことになった。結果的にはこの方法により推定値の誤差がかなり
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続少された。そデノレの通勤流出方程式は：D茨F－の係数が2つに分
れている。そしてその最初の項の係数値が負で賃金格差の項が正と
いう形をとるため1地域の E，山 また距離の短縮にもかかわらず
w,.,j/w，.茨の大きさによって動きはそれだけ伸びないとするもの
である。この式によると賃金格差は1地域が茨城に対して0.723以
上の場合はE,.,/D茨pの係数が正となり E,.,j,D茨1の動きにし
たがい通勤人口数が増加することになる。
流入関数は労働力人口（L〕とともに労働市場における潜在力とし
て就業者関数の説明変数となるためかなり慎重に推定を行なった。
しかしながら30年から40年にかけての数字が， 4000から8000という
非常に小さなものであるので観察期間中の労働市場に対する影響力
は小さい。しかし，予測段階においてはかなり重要度を増している。
さてあらゆる関数型について線型と対数線型！とを試みた結果，一
般に流入については流出とは逆に対数線型の方が相関度が高かった。
この採用式は第1項がグラヴィティ，第2項が距離で賃金格差を割
引いたものと， 2つに分離した形で，流入方程式においては最も相
関が高く， Tvalueも安定したものである。対数線型であるのでパ
ラメータは各項。蝉力性として判断の目安となる。
採用式以外では大体流出関数と類似のものを試算したが良好な式
はあまりなかった。
1 LH茨＇c' ¥ 
① log nj茨，＝1. 24+ I 0. 3465 LH・+o. 9142ー げ I 
、（2.75〕 J< ' (4. 61) > I 
E,.,J,_, E，.茨＇
log- Dj茨＇，＿， R=O. 8163 S=O. 2876 
1 LH茨円、
② log ni茨＝l.29什0.6595+0. 5333 LHi.ιj 
1(4.408)(4.386) J I 
E,.,j,_,, E，.茨M
log DJ茨2ムー R= 0.8052 S = 0. 2945 
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E,.,j,_, E，.，茨凶
③ log ni茨＝7.194+0. 7568 log - Dj茨，＿ +3. 277 
(7.674〕 I (11. 78〕
茨日1wj,_,-
log Dt茨日
以上のようなものがある。
長＝O.9412 S=O. 1694 
また流入に関しても 120分ダミーを用いて試算したものがある。
I OJ。..~~，旬、
Jog削茨＝.！.176+ I •4. 491+6.065－ー一・ー‘ー l1(2. 564) (3 365）凶2+3.lt-l I 
E,.,j<-< E，.茨，＿ I ¥ 
Jog D・茨S ' + 0(4.193 + •4. 576 ” ・ ） 
, H 1(2.404）（ー 2.602) "'• J ' I 
E,.,j<-< E，.茨M
Jog Dj茨•，＿，一一 R=O. 9380 S=o. 1725 
この式は一応推定基準を満足していたが，相関，残澄の面で採用
式に劣っている。
2. 労働力部門
a 労働力人口
労働力率は住民人口の性別年令別構造によって異り，これらは地
域によって具るから，地域特性が存在する。故に，労働力人口関数
の茨按県についての推定結果には，それが定数項や人口の係数によ
って示されている。一方全国平均労働力率は，賃金率が上昇するこ
とによって高まるから，その効果を時系列によって推定した。
b 農業就業人口
昭和30年以降高度成長期に入ってからの日本経済における産業構
造の変化の最大の特色は，第一次産業就業者の減少がいちじるしか
ったことである。昭和30～35年の5年間に，農業就業者は全国で
167万（年平均33万〕減少した。 この傾向はその後一段と激化し，
35～40年では227万（年平均45万）であった。長期にわたって一定
の就業人口を保持していた農業部門がついに就業人口の絶対的減少
をみるにいたったことは，日本良業にとって，又日本経済にとって
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も画期的なできごとであった。それを可能ならしめた直接の原因は
非農業部門における著しい労働需要の成長であった。非換業部門に
おける需要の強さがその賃金的刊引上げ，農業部門の平均所得との
格差が，農業部門の過剰労働力の非民業への移行〔離農〕を推進し
たと考えられよう。又都市近郊では，地価の高騰が，農地売却をお
こさせ離農，あるいは兼業化の誘因となっていると思われる。大き
な産業構造の体質変化がおこらない限弘昭和40年代に入っても農
業就業者は減少すると考えられる。特に製造業部門での労働力不足
の深刻化，農業技術の進歩，規模の拡大は，所得格差が縮まりほぼ
均等化するまで減少し続けよう。
c 労働市場
製造業及びその他産業の両部門に関しては，茨城県とその周辺を
含む地域的な労働市場における需給均衡点として就業人口及び賃金
率が決定される。調整パラメータは各部門別の賃金率であるが，こ
のような労働市場構造を反映して，供給関数のシフト・パラメータ
としては，県内人口の他に純通勤流入が考えられる。需要関数のγ
フト・パラメータには，製造業においては技術的に要素比率が比較
的安定していると思われるから資本ストックを，又，その他産業に
おいては所得を考えている。
3. 財政部門
地方公共団体が健全な自治を維持しかっ経済的発展を推進するうえ
で，財政は中心的役割を果たすものと考えられる。特に首都圏o外部
に位置し鹿島臨海工業地帯造成という彪大な計画を有する茨城県にと
ってその将剰量を的確にとらえ歳入の枠という制限条件の中で最も効
率的な投資をすることが一層必要になってくると思われる。
公共投資は歳入の中から一般的な経常支出を差引いた旗に制約され
ると考えられるか公共投資は地方政府がその地方。経済発展，福利厚
生施設充実等の要求に応じて投下するものであり，通常顕在化してい
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ないとしても，公共投資に対する超過需要が存在していると考えて良
いのであるう。従って，歳入面が非聖書力であるために会計的には歳入
の枠内におさまっている公共投資額よりも，その袈に潜在していると
みられる公共投資需要を明らかにする必要があろう。即ち現在の構造
のまま茨城県経済が発展した場合，鹿島臨海工業地帯出現等による必
要的な公共投資需要の高まりを県内財源だけでどれ程まかない得るか
を明らかにする必要が感じられる。
そこでこのモデルに於ては財政部門を需要面としての公共投資と供
給面としての財源の二つに分離し，需要を反映した公共投資額と供給
面の財源とつき合せを試みた。具体的には，公共投資及び財源を各々
独立に内生化Lモデルに組み込むことにした。従って予測の段階では
公共投資額とそれに対応する財源の間に少なからず＊離が生じると考
えられる。こうすることにより地方政府行政の財政面に関L，その方
向を示唆することが出来よう。
a 公共投資部門
戦後の我が国の経済の成長は著しいものがあるがその反面，公共
部門のたち遅れが特に最近指摘されている。そしてこの民間部門と
公共部門の伸び方の7C/バラ Yλが長期的に経済成長の磁路になる
とともに，例えば公害のような住民の生活環境の劣化をもたらして
きている。
この7C/バラγスを是正するにはどの様な公共投資行動がなされ
なければならないか，又財政とのかね合いはどうかといった視点と
外部経済効果が如何にあらわれるかを知る為このそデんでは公共投
資部門を内生化した。即ち，公共投資セクターは①公共投資需要
（正確には，ある時点の公共資本ストック需要量〕と②投資実現額
（これも正確には実現された公共資本月トッグ存在額）の二つを推
定L，合わせて，需要に見合った財源が確保できるかということと，
公共投資が各産業及び通勤人民人口移動に与える効果を知るとい
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う要請に応え得るものとする様に努めた。
公共資本は元来民間部門に対する外部経済効果を創出するもので
生産には間接的な効果しかもたらさないとされている。しかしその
中でも農業基盤，運輸関係といった範時に含まれる項目の公共投資
は長期的に生産性を上昇させる助けとなっていることが考えられる。
そこで生産関数のシフト要因としての公共資本ストックを推定する
ことに＼.，t.こ。
毎期の歳入側とのパラγス（或はlfe離）は各期末のストックの定
義式
Gi,,=Gi，＿，＋乙Gi,.
における増分，Gi，，とり比較によって可能である。
① 公共資本丸トックの分割
公共資本ストッグは本来その態様は様々であり，又その効果も
臭っている。微視的な接近法を取れば時間的空間的に特定な公共
資本ストッタに対して工学的に経済効果等をiJ!U定することも不可
能ではないが長期の予測γ ミュレーショ γを中心とした経済全体
としての相互依存関係を把握するには適さない。ここで採用する
モデル上の接近は公共資本を経済変数とする相互メカユズムの追
求であり，その際何らかの形で公共資本を分割した種別効果を経
済学的に計測することである。分割についてはそり事業主体別に
分割することも考えられるが事業主体にかかわらず同ーの公共資
本ストック同ーの効果を生じるはずであり，我々はそのような対
象に対する効果を問題としているのであるからこれを機能別に項
目分割する方が望ましいと考えられる。
又このモテソレが政策モデルであり，特に鹿島臨海工業地帯へ茨
城県が廃大な投資を行っていこうという Projectの存在を考慮し，
政策シミュレーショ γの段階で公共投資のパタ＿，，をいろいろ変
えてみることを想定した公共資本，公共投資を次の五つに分割し
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マー～。
1) G, : £！＼業基盤公共資本ストック
2) G，：産業基盤公共資本ストック
3) Gn：運輸基盤公共資本ストック
4) G.v：生活基盤公共資本ストック
5) GJ[：住宅基盤公共資本ストック
＠ 公共資本ストック需要
このそデノレは，さまざまな要因が項目別公共投資需要を決定し，
地方公共団体はその需要の大きさに対応し公共投資行動をしてい
ると仮定した。公共投資需要が満たされず＇lt離の生じた年は〔観
察期間は全てそう仮定する〕翌年に再びそのギャップを埋めるべ
く公共投資が行われるであろう。しかしその間にも需要が更に伸
びていれば，それを上まわる公共投資が必要である。この訴離を
埋めようとする調整度の大きさは財政の余裕により決まってくる
と考えられる。
上記の如き概略で，このモデルでは各分割の公共投資需要とそ
れに対して行われる公共投資実績の両方の推定を行った。
Gi '.& Gi 
Gi，：－，〆
一’?
??
?
??
?
?
?
?』
??
）一例中ぴ
公共投資実績他
Gi.HI 
Gi,, 
。 "' 
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ただし，需要を観測することは困難であるから，毎年の投資実
績（これは観測可能である）を，数年前の需要に対応するものと
仮定して推定した。
例えば人口増という要因による公共投資需要は比較的早く顕在
化し早期に実現されるかも知れないが，ここでは制度的理由，財
政の余裕，その他の理由により，一律に五年前の需要が現在の公
共資本ストックとして実現されているものとした。理論的には，
資本ストックとその需要要因を示す変数の聞の時の遅れは，需要
に見合う投資が突際に具体化するのに充分で，且つ，新たに変数
の変動の実績値に与える効果がはいり込まない程度に短くなけれ
ばならない。この意味で5年というラグのとり方が適当か否かは
検討の余地があるが時間的な余裕がなかったのでラグを変化させ
た試算は行っていない。
(a) 農業基盤公共資本需要
日本の農業人口は産業構造の変化に伴ない，漸時減少してき
ているが，食糧事情の将来を考慮しても，現在農業県である茨
城県が鹿島臨海工業地帯という大規模な投資が行われるからと
いって全く工業県に特化してしまうことはないであろう。
漸減する農業人口一一農業以外への流出，及びその一方で増加
する兼業農家 に対応しつつ一定の生産性を維持するよう民
間決業資本装備が増加する一方その基盤となる公共投資需要す
高まる。第一項は農地面積がG.＊を増加させ，第二項は農業就
業人口減少による要素代替的需要が生ずることを示す。
(b) 産業基盤公共資本需要
第一項は先に述べたように製造業規模の増大に伴い高まる公
共投資需要を想定した。しかし民間資本と公共資本の聞の関係
を限界生産力の如き形で技術的に決めることは出来ない。公共
財の限界生産力は，混雑（congestion）が生ずるまでは，その
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利用水準に依存しているからである。
第二項は都道府県の面積にある程度依存してGrの需要が決
まることを示す。特にGrに工業用地造成，工業用水等比較的
生産に近い関係を持ったものばかりでなく治山治水，海岸保全
等国土保全的な投資が含まれているところから面積が有意であ
ると考えられる。
〔c) 運輸基盤公共投資需要
経済活動が活澄になるにつれ原料，製品の輸送の為各地域間
の結びつきを緊密にする目的で，輸送機関に対する需要が高ま
りGRの需要も増加するであろう。それにとどまらず経済規模
の拡大から通勤人口が増加し交通基盤整備が一層必要になるで
あろう。殊に茨城県の場合鹿島臨海工業地帯造成に伴い，飛躍
的に増大する経済規模を考えると GRの需要も非常に高くなる
であろう。
第一項は道路，鉄道投資に対する需要を説明するもので，第
二項は人口の増加による通勤など交通基盤に対する需要を，そ
して第三項は経済活動の大きさを示す指標と考えた。
(d〕 生活基盤公共投資需要
前記三つの分割の公共投資が間接的に生産に関与するもので
あるのに対L,G yとGHの二つは住民の生活環境に関係する
ものである。ある水準の生活環境を維持若しくは向上する為に
必要な公共投資の需要要因としてまず人口が考えられる。又経
済規模，特に製造業及びその他産業の規模が大きくなると，公
害及び過密といった弊害が顕在化し生活環境を悪化させる。そ
れを補い且つより良い条件を求めて生活基盤公共投資に対する
需要が増大する。
(e) 公共住宅需要
第一項は人口増に伴なう需要の増加を示L，第二項は一人当
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りの所得が高くなると住宅保有の欲求が一般に高まり需要が増
加すると考えられる。茨城県について考えてみると人口の仲び
が比較的少いので住宅需要は一人当り所得の増加に伴ない増加
する要因がより大と考えられる。
③公共資本ストック実績値
実績額の推定は推定法の最初に概略を示したように，需要と実
現値の＂＇離を調整するように投資が行われ，その調整速度が県内
公共投資財源に依存すると仮定する。
式の推定は〔Gi-Gi，＿〕としてフローの形で行ない Gi，＿ を右
辺に移項してユトックの推定とした。
b 県内公共投資財源
地方自治の本旨の中心にあるのが財政の自主権であり地方公共団
体がその財政収入面に於いての独立性を高めることと考えられる。
そこで県内投資財源として先に述べた公共投資とのバランスを見る
とともに地方政府の財政的自立性をも見ることに主娘点を置いた。
まず公共投資額とのバラ Yスを見るについて歳入額を如何にとら
えるかが問題となる。第1に投資額のパラYスを見るのであるから
歳入から例年支出を余犠なくされる経常的支出（消費支出）をさし
引いたものが適当であるう。一方公共投資が県だけでなく国，県，
市町村，公営，準公営等の主体による事業の総額としてとらえられ
ているので歳入もそれら主体全ての歳入が網羅されていなければな
らない。しかし県，市町村主体事業についてはその歳入及び経常支
出の状況が簡単にとらえることが出来るものの，国直結，公営，準
公蛍事業についてはそれが困難である。そこで最終的には国直轄，
公営，準公営事業主体投資額そのものを県市町村歳入から経常支出
をさし引いた額に加えて「県内投資財源」という概念を作成した。
fiPち，国直結，公営，準公営事業主体については投資的歳出＝歳
入と仮定している訳であって県内投資財源という概念中にはある程
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度地方公共団体に取ってoperationalではない部分も存在する。同
様のことは地方公共団体の歳入出の項目中に於いてもその歳出配分
の任意性（自立性〕が「［］われねばならない。
地方政府財源の自立性を検討するにあたっては，従来からある2
つの一般的分類が考えられて来た。 1つは一般財源と特定財源（地
方政府にその使途が指定されていないもの，指定されているもの）
という分類，もう 1つは自主財源と依存財源（地方政府白からその
収入額を操作しうるもの，国から交付又は割り当てられるもの〕と
いう分類である。ところで今回のモデルの主眼点目lつが公共投資
額の生産諸活動に及ぼす効果的影響，特に所得上昇を見ることにあ
る。そこで財源についてもそのような所得上昇ー一・税の増収を反映
する意味で基本的には自主，依存財源という分類概念に従うことに
した。
結局県内投資財源セクターは次のように構成されることになる。
O自主財源 （R，入 、地方政府消費的支出CGc)
｝地方政府歳入（R)}
0依存財源 （R，〕J J地方政府投資支出
}Y県内投資財源（R’〉
O国直接，公営，準公営事業投資（Z〕J I 
公共投資額C~G)
R,+R,=R R'=R Gc+Z 
結局，自主，依存に分離された県市町村の歳入総計からそれら団
体の消'I＇~支出をさし引いて，それに閏直轄，公営，準公営事業投資
額を加えたものが地方の県内投資財源である。
① 自主財源
自主財源の内容は地方税，地方譲与税及びその他手数料等の歳
入から成る。譲与税は一般には依存財源に組み入れられるがこれ
は，国庫支出金，交付税なと．の依存財源に比してかなり自立伎が
高くほぼ毎年確保されるものなので本モデノレでは自主財源に組み
入れた。
茨城県地域計量経済学模型 157
ところで自主財源の中で圧倒的比重を占めるのが地方税である。
地方税の種類には，都道府県税として事業税，都道府県民税，た
ばこ消費税，遊興飲食税，不動産取得税，自動車税，娯楽施設利
用税などがありこの中では事業税と都道府県民税が多く， 6割か
ら7割の比重をもっている。又市町村民税としては，固定資産税，
市町村民税，たばこ消費税，電気ガ旦税などがあるがこの中では
固定資産税と市町村民税だけで7割虫、ら8割を占めている。一般
的に都道府県民税と市町村民税を合わせたものを住民税と言えよ
う。事業税は収益税的な事業に対する課税であり，固定資産税は
言うまでもなく土地，家屋及び償却資産に認せられるのである。
このような税制に対応する自主財源の変数として所得，人口，資
本ストックの各前期値をとった。
＠依存財源
依存財源とは先にも書いたように，地方政府にとっては外生的
に中央政府により決定される歳入であって，具体的には国庫支出
金，地方交付税，及び地方債の3つが挙げられる。この中で大き
な比重を占めるのは，国庫支出金と地方交付税である。
国庫支出金とは閤が地方政府の支出する特定の経費（例えば国
家利益を上昇させる港湾，道路の整備など）に対して交付するも
のでこれを受け入れた地方政府はその上に自己の資金を追加して
事業を行う。これはいわゆる特定財源に入るものであり，地方政
府が自主性をもって運用できる歳入ではない。
地方交付税は国民所得の地域的不均衡の現状による地方政府間
の税収不均衡を是正する目的で設けられたものである。配分方法
は各地方政府の基準財政需要及び基準財政収入が査定され，その
差額が給付されるしくみになっている。基準財政需要とはある経
費についてその適当な測定単位がまづ選定され，例えば高等学校
費については生徒数をとる。そしてこの測定単位単位当り何程の
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経費が必要かを定める。このような単位費用を測定単位数に乗じ
て求められるのが基準財政需要である。一方基準財政収入額は普
通説軽油取引税の収入見込額より，都道府県の場合は20%市町村
の場合は25%低い額と地方議与税の合計である。
R.!R 
第一項のす瓦TYJFは自主財源率の全国平均との比であり，交
付税の配分基準として入れた。格差是正の働きをするものである
から符号条件は負である。 （:ER，と:ERは46県の自主及び総歳入
合計〕 Y/Gは国庫支出金の指標として公共投資の生産性が高くな
ればより多く投下されることを示している。
G,_1 f土補てん投資の指標であり，継続的事業があることを考
慮して入れた。 R，は国家歳入であり国税の上昇があった時には
地方に分配される資金も多くなることを示している。
③ 国直結’，公営， i芋公営企業投資
公営，準公営企業はその経営によって利用者，使用者に提供す
るサービス財源に対する代金を利用者から受け取り主としてその
料金収入をもって当該事業の永続的維持を図る非営利的なサーピ
旦行政の一部と考えられる。~~ち独立採算，受益者負担を原則と
して，地方住民の生活に寄与する団体で，普通会計から区別され，
特別会計としてあっかわれているものである。
一方国直轄事業については，その行動の原則として格差是正，
均等分配，効果的生産向上促進の3つが考えられる。更に「乙号
継続費」として5年以内に行われる継続事業が組み込まれている
ように投資の継続性も考慮に入れるべきであろう。 Zの中では国
の直結事業が7割近く占める。 R，という指標により国の投資が
YυVi 
ある程度全県均一的に行なわれる事を示し， Rケ坊で格差是
正が加味されることを示している。又公共資本ストッタ（この中
には公営，準公営企業のλ トッタも含まれている〕の多い所には
継続的に補てん投資が行なわれる事も意味している。
茨城県地域計量経済学校型 159
③地方政府消費支出
消費支出とは人件費，物件費，扶助費など含み，支出面ではそ
れだけの有効需要となり得るが他の投資的歳出のように生産菌効
果はない。項目中では人件貨がもっとも大きな割合を占め，これ
だけ歳出総額の÷以上を占める。従って消費支出はよほと・の合
理化が行なわれないかぎり，行政規模及び行政区域面積が大きく
なればなるほど増大せざるを得ない。
4. 民間投資
民間投備投資は経済の合理化近代化を通じて現実に経済成長を左右
する大きな意味をもっ。戦後日本経済の高度成長は国民所得の 186%
にも及ぶおう盛な民間設備投資が主要図であると言
いても，従って，経済成長論，景気循環論において投資が決定的に重
要な役割を担っている。
しかるに，モデルピノレディ Yグでは，投資関数は生産関数，消費関
数ほどには研究されていなし、。それは一つには厳密な意味での資本丸
トック，純投資額，利潤等の計測が困難であることによるが，ミクロ
の企業行動を把えるのにマクロの変数をもってしなけれtまならぬこと，
さらに投資行動を決定する要因があまりに多様であることが大きな原
因をなしていると考えられる。
我々のそデルでは，一つの試みとして，製造業においてより詳細に
この点に立ち入って，立地因子と投資との関係を追求した。
投資関数の説明要因として大別以下のようなものがある。
(!) 加速度原理あるいはストック調整原理
(2）利潤原理
(3）設備資金供給等資金動機
(4) 社会資本賦存立による外部経済効果の誘発効果
そのほか TradePosition motive，各種の誘発効果があげられるが
我々のモデルでは金融商を捨象しているので資金動機はとりあげられ
160 
ない。
£＇.！業資本ス lックa 
茨城県の決業資本ストックK，は，昭和30-40年では， 470億円か
この間，農業純ら860億円へと約2倍近くの伸びを示しているが，
投資額＂K，ι（=K,, ,-K,, ,_,)OJ変動は激しく， 48億円から100億円
の隔がある。景気，物価変動の影響を受けていると恩われる。
一般に農業における民間投資は，農家に利i悶極大化もしくは，販
売額最大化を目指す合理的行動を仮定しにくい点にむずかしさがあ
ろう。現実からみて，各農家が予想矛ui闘を想定して，それに見合っ
た資本形成をするものと考えるよりは，安定的な生産要素比率四仮
定から導かれる必要資本金として従底的に定まると考える方が実情
にそうとおもわれる。
その他産業投資b 
農業，製造業以外のその他産業における資本丸トックの構成比は，
昭和38年の茨城県で下表の通りである。投資は基礎的サーヴィス必
要量を決定する大口の増分と，所得水準の増加のニ要因によって惹
起されるサーヴィス需要の増加を通じて，派生的に決定される。
?↑?
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????????
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??
電気・ガス
サーグィス業
運輸通信
小売業
卸売業
漁業
建設業
林業関係
鉱業
金融保険
不動産
その他
日項
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c 製造業投資
製造業における民間投資は，鹿島プロジェクトが産業中分類別投
資計闘を含んでいること，及び，理論的にも，立地因子との関連を
いくらかでも切らかにするために立地特性に応じた産業分類が必要
なことの二つの理由から， 10部門に細分して部門別投資関数を推定
(, fこ。
立地行動分析は，産業立地の
L 空間の位置づけ
2. 規模，構造の位置づけ
3. 時間の位置づけ
4. 開放経済体系に於ける他地域，文ぴ全国との経済的関
係の位置づけ
を規定することが理想的である。
空間の位置づけは，比較費用分析による地点の決定，又特に輸送
費用の導入による産業の原料供給地，製品の需要地からの費用距離
による平面上の位置づけを目ざすものである。
規模，構造の位置づけは労働条件，工業適地条件，工業用水条件，
市場，原料地への距離条件，交通条件，港湾条件，電力条件，地域
指定，誘致条例（低開発地域工業開発，新産業都市，首都圏整備）
等の条件の制約による，立地産業の業種並びに最適規模決定〔リニ
マー プログラミ＂／ y等の手法により）又，立地産業の最適構造，編
成の決定〔イ＂／ ，，.スト y7ノレコ γプレッグ只の手法により〉目さす
ものである。
時間の位置っ・けは，まず第ーに開発計画に於ける公共投資投下に
より隠れていた産業立地条件の発掘，又，それに対する産業の新規
立地設備，投資行動由時間的返れ，又，地域及び周辺地域，全国の
経済的に伴う前記行動の時間的遅れを分析することである。
最後に開放経済体系として，財貨移動，労働力移動，資本移動等，
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周辺地域，全国との向の流通をとり入れる事である。
1，～4は互いに重複する所が多いが，これらを満たす事が必要と
思われる。
しかし，ここで取り扱う立地としては，
1. 新規立地
2. 規模の拡大
に限定L，転換立地は捨象する。
詳しい説明は，紙巾が限られているので， 「茨城県経済の予測と
計画のための計量経済学的分析」 （本学計量経済研究室，昭和44年
3月〉に譲る。
5. 生産関数
a 農業付加価値生産関数
労働力，資本，土地の三生産要素に関して一次同次で，その他に
農業関連の公共資本ストックの生産性効果及び技術進歩が考慮され
ている。
b 製造業付加価値生産関数
農業における土地が脱落した形であり，技術進歩率は農業の年間
4.7%に対L，同3.6%とやや低いが，労働と資本に関しては僅かな
がら規模の経済が存在している。
c そり他産業付加価値生産関数
労働力，資本，運輸通信関連公共資本ストックの三者について一
次同次で，且つ中立的技術進歩が生ずる形になっている。その大き
さは年平均約5.2%の生産水準の上昇をもたらすが，これら三部門
中最大である。
以上の他に，従来の三産業による比較分析の使宜を与える為に，農業，
製造業，その他産業と第一次，第二次，第三次産業との関係を与える統
計式が，いくつかの変数について推定されている。
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V 最終テスト
王において述べられた如く最終テストによるモデルの信額性の吟味が予
測やシミュレーショ γ分析を行う上できわめて重要である。
以下，各部門ごとの適合状況を要約する。 （第Vー l表を参照〕
＜人口部門＞
通勤人口は流出が34年まで若干過大評価であるが，後半のフィットは良
く，流入は少し過少評価であるから純流出入では過少評価である。人口移
動については後半の君離が目立つ。住民人口では誤差は殆ど吸収されてい
る。
＜労働部門＞
農業，製造業とも全般に過少評価である。製造業は後半6%前後過少と
なりその影響が生産所得にも反1決している。その他産業では最終年の過大
評価のほかは良好な結果をおさめた。
賃金では製造業が過少，その他産業で過大気味である。
＜財政部門＞
自主財源、は最終年に10%以上過大評価となり一方，依存財源は後半20%
近く過大評価となっている。したがって歳入総額では後半7～8%過大と
なった。県内公共投資財源は全般的には読書Eが小さいがこれは自主，依存
財源等の誤差が相殺した結果である。
公共資本丸トックはどれも適合状況が良好である。
＜投資部門＞
農業についてはフィットは良好である，製造業は産業立地部門における
投資総額であって，観察期間中は対全国比が小さいためかなりの過少評価
が目立つ，その他産業では20%前後で大幅の誤差を認めなくてはならなか
った。
＜生産部門＞
農業については後半一部過少推定が目立つが全般に良好であった。製造
業の場合には中間で大幅の過少評価となった上全般に適合状況は良好とは
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いえない。その他産業では後半の過大評価が目立ち，全生産所得でみると
誤差の減少がうかがわれるが最終年に10%以上も過大評価となっている。」
＜産業立地部門＞
投資では鉄鋼，輸送機械をはじめ良好とはいえない。ストッグではかな
る適合度はあがり，化学，機械，鉄鋼を除けば20%前後の誤差におさまる。
しかしこれは満足すべき結果とはいえず改善の余地を示唆するものである。
Final Test結果
v 1表 FinalTest最終3ヶ年平均相対誤差率＊表
誤差率！ 変 数 名
Nia, Nia, ?
???
N, K,, K,, K, L, E,, £2, E,, W,, W,, E,*, E，神， E，件， E，枯，
E,.., W,.., GA, G1, Gu, Gw, GH, G, Y,, Y，時， Y，料， Y特，
KsoH, Kso、，
l j No九Noi,"K完丸九， R,10タv. I • 
以下｜ι，Ge,R九九， Y,,Y, Yピペ （l+D〕so.v,KK1K, IfroTAL 
i I u十D)s110,Ks叫ん叫ん川 KoEN,Krns, KJuK 
20% ' 
以下
I 3~ i ；五：；：D〕）；KlK－：ムK
l未満 1
I ~o I Cl+D)TEK (I+D)IllT (l+D)KIN (I+D)oE.v （問問?.6 '1 以上 lKKAG 
＊（残差／推定値〉昭和38～40年の平均
昭和30年を初期条件とする10ヶ年の最終テストの結果を検討してみると，
過半の変数は最終3ヶ年平均の誤差率が5%以下で， 30%を超えるものは
全変数の1割に満たない， 10年間程度の予測や政策シミュレーションを行
う事は充分可能であると判断される。
VI 政策予測とシミュレークョ Y分析
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A 外生変数の予測
公共投資（累計額l兆 200億円，昭和40年価格）を外生変数とした政策
シミュレーショ γを（期間，昭和41年～50年まで〕本計量モデルを用いて
行うにあたり必要な公共投資の実績および実績見込みと想定値，ならびに
配分パターYはそれぞれ第百ー1表，第VI-2表に，モの他の外生変数の
予測値は付表1, 2に与えられる。
第VI-1表公共投資申案絞および実紛見込みと想定値一一基本型
〈単位：百万円， 40年価格〕
実績および実績臨τ一一一一I
昭和4年｜ 岬 I 43年 ｜ 岬 I 4昨 ｜ 
1~1－土竺1~~1- ω ｜」竺L〕どω｜
AG I I 17, 276 I 15 955 ! 12, 849 I 1, 592 I 1ι104 
AGR I 13, 467 I 20 430 I 21, 791 I 28, 129 I 36, 028 
•G翠 1,653 3,010 6,984 7,465 1, 201 
ヨ＝I－；訟－ま卜；；： I－；：立五日
想 定 値
昭和46年｜ 47年 48年 49年 50年
企GA 12,753 13,365 
•G1 17, 376 18. 749 20, 230 21, 823 23, 399 
•Gn 40, 640 45叫｜ 51, 710 58, 329 66, 042 
ムGH 13,217 15,596 18, 403 21, 716 25, 879 
。Gw 19,309 24, 677 I 31,537 40,304 51,335 
計 108,295 』 118,229 135,887 156,851 181, 978 
以上で示した様な公共投資配分パタ－／にしたがって各公共資本ストッ
クの異なる値をシミュレーγ ョγ分析に用いることにより，基本型，経済
開発型，社会開発裂の各政策パタ－／の地域経済に及ぼす効果。相違が把
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第羽一2表公共投資自配分パターン
｜ ｜基本型l儲閲姐｜社会開問｜闘のほ雲震の
握出来よう。
これとともに鹿島臨海工業地帯に立地する新規の民間企業による設備投
資計画も次の二種類を考慮した。
(!) タイプ工
(2) タイプE
両者の相違とは付表2に示す如く昭和48年比降の民間投資計画の進行状
況の相違であってタイプ耳の方が投資規模が大幅に増大している。
以上，公共投資の配分で5種類，新規立地民間企業投資計画が2種類で
5X2=10ケースの組合せが考えられ，公共投資，民間投資の地域経済に
与える効果を色々と分析出来るが，興味あると恩われる次表のA～G, 7 
ケースについてVミュレーショ y分析を行った。
VI 3表計量モデルシミュレーションケース表
公共投資配分パターン白変化
基相｜儲明社会同協の｜槻り
タイフ.I 
D E F G 
????? ??? ?
A B I C 
タイプE
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B Vミュレー ショ Y結果の評価
シミュレージョン結果は付表3より付表8に掲げてある。
昭和50年における産業構成比を中心に検討してみると，どのケースにお
いても第二次産業の生産所得構成比は50%以上で，ケ一月Eでは57.8%と
なっている。こりとき第3次産業は構成比が最小の27.0%となっている。
一方第一次産業については最大がケ一見Aの16.5%で，農業基盤公共投資
GAが主主少するとか，工業化。速度が増大している他のいずれのケ－:Aで
もこれよりは小さくなっている。しかし，全国平均よりはかなり高いとみ
てよい。その一因は就業人口の割合が30%前後と，現在の全国平均よりも
まだ高い水準にあるからである。ただし二次，三次産業の平均賃金が過小
評価気味であるから〔年平均成長率5.8%〕，ややE，紳が相対的に過大と
いえようか。また農地地価の騰貴率が想定より高くなれば，離農率はもっ
と高くなるであろう。
c 呼び水効果の測定
本研究のもうひとつの目的である鹿島地区進出企業の計画的投資の製造
業全体，その他産業設備投資に対する呼び水対果の計訊u結果は以下の通り
である。
計画的投資としてはタイプ工が実現されたとしてケー只Aの場合につい
て昭和43年から昭和50年に至る期間の製造業およびその他産業の設備投資
累計額を求めると l兆99CO億円となり，自生的投資の累計額は4390億円と
与えられるからこの呼び水額により誘引された民間設備投資計額は1兆
5510億円，呼び水額の約3.5倍強という大きさである。製造業，その他産
業設帰投資，自生的投資および序ぴ水効果による投資額の経年変化を第vi
-4表にまとめてある。かような単純計算結果を一応の目安として，以i-;,
もう少し，正確な呼び水効果の計測をしてみよう。
一般に，自生的投資とそれが呼び水となって誘引された設備投資額との
問には誘発効果が3年で終えんとするものとすれば，次の様な式が成り立
つであろう。
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•K,-11'，＝αI•,_, +fiJP,_,+7JP,_, 
但し， •K，··…設備投資額計
JP，・…・計画的投資額（自生的投資〕
α ・・第一次効果を示すパラメータ
F…第二次効果を示すパラメータ
r・ ー第三次効果を示すパムメータ
鹿島計画実施初年度が昭和43年度であるから，昭和信～46年度の予測値及
び計画投資額の流列から推計すると，
α＝4. o. fl= 1. 48, r= 1. 38 
という結果が得られる。モデルは緩やかな景気循環を発生するような構造
になっているととがシミュレーショ Y結果から読みとれるが，この期聞は
丁度景気上昇期にあたり，誘発投資を呼ぴおこす時期となっている。資本
設備が遊体化する景気下降期には誘発投資も生み出されないから，誘発力
の測定には適当な期間であろう。以上の計測結果によれば，誘発係数は減
衰的であることが示唆される。
第百－4表呼び水効果白測定
（単位： 10億円〕
弐A K,.+K，ι ＆（ιは＋｝K,), 計号（画計I額＋的D投〕資μ o(J:(J~D〕μ〕 ~~~議
42 571 ＊ ＊ ＊ ＊ 
43 695 124 27 27 97 
44 840 145 66 39 106 
45 1134 294 164 98 196 
46 1448 314 258 94 220 
47 1763 315 324 66 . 249 
48 1989 226 356 32 194 
49 2238 249 390 34 215 
50 2561 £23 439 49 274 
累計 ＊ 1990 ＊ 439 
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付表 1外生変数
｜変数名｜単位｜ 昭和43年 44年 45年
TJ 百万円 22,590,004 23,810,004 25,040,004 
N, 千人 100,653 101, 538 102, 423 
T 43 44 45 
共通 ' PLF 円／lOa
167,277 171,050 174,656 
の RJ 百万円 3,626,000 3,820,000 4,015,000 
霊外生 SGM R1 
II 2,345,000 2,478,000 2, 612, 000 
SGM R II 4,231,001 4,476,001 4,722,001 
An km' 6,088 6,088 6, 088 
Lp 千ha 2,361 2,367 2,371 
Ta 台 65, 344 67,396 69, 403 
π 9,093 9, 729 10, 365 
Gp 百万円 26,362 31,846 37,330 
基 DGP If 5,368 5,484 5,484 
GA If 60,978 69,037 78,550 
本 Gr If 127,897 136,959 149,548 
Gn If 284,877 306,866 335,030 
型 Gw If 132, 489 142,857 154,669 
F品1」、
共
Gn II 2, 943 28, 779 37, 535 
投 Gp 百万円 26,362 31,846 37,330 
資 経 DGP II 5,368 5,484 5,484 
J、e 済 GA II 60,978 69, 037 78,550 
タ 閲 Gr II 127,897 136,959 149,548 
発 Ga II 284,877 306,866 335,030 
ン 型 Gw II 132,489 142, 857 154,669 
の Gll If 22,943 28,779 37,535 
変 GP 百万円 26, 362 31,846 37,330 
イ己 社 DGp If 5,368 5,484 5,484 
会 GA II 60, 978 69, 037 78,550 
関 Gr ， 127,89ヴ 136, 959 149,548 
発 Gn II 284,877 306,866 335,030 
型 Gw II 132,489 142,857 154,669 
Grr 『Z 22, 943 28,779 37,535 
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予測値
46年 47年 48年 49年 50年
26,270,004 27,500,004 28, 720, 004 29,950,004 31, 180, 004 
103,308 104,194 105,079 105, 964 106,849 
46 47 48 49 50 
178,104 181,406 184, 571 187, 606 190, 520 
4,210, 104 4,404,001 4,599,001 4, 793, 001 4,988,001 
2,746,000 2,880,000 3, 014, 000 3, 147, 000 3,281,000 
4,968,001 5,213,001 5,459,001 5,704,001 5,950,001 
6,088 6,088 6,088 6,088 6,088 
2,377 2,381 2,384 Z,387 2, 391 
70,410 71, 952 72, 101 73,032 74,689 
1, 000 11, 636 12, 271 12,907 13,543 
42,180 46,470 50,264 53,619 56, 527 
4,850 4,290 3,794 3,355 2,908 
88,519 98,967 109,917 121. 392 133,370 
163,131 177, 788 193,602 210,662 2盟，954
366,800 402,636 443,060 488,658 540,285 
169, 763 189,054 213,708 245, 215 285,345 
47, 867 60, 059 74, 446 91,422 111, 652 
42,814 48,298 59,266 64,750 
5,484 5,484 5,484 5,484 5,484 
88,938 100,282 112, 669 126,196 141, 023 
164,906 183,644 206,503 234,392 268,890 
367,419 404,666 447, 501 496,760 552,317 
168,193 183,678 201,409 221,710 245, 399 
46,931 57,012 67, 829 79,435 91,981 
41, 061 43,493 45,158 46, 277 46,944 
3,686 2,477 1,665 1, 119 667 
87,397 95,624 103, 276 110, 392 117, 102 
159,871 168, 339 175, 276 180,968 185,167 
366,800 402, 636 443,060 488,658 5岨，357
170,968 193,461 224,501 267,337 325, 132 
48, 568 62,469 79,983 102,052 131,849 
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付表 2外生変数
｜変数名｜単位｜ 昭和何年 44年 45年
GP 百万円 26,232 31,846 37, 330 
基本型
DGP If 5,368 5,484 5,484 
GA If 60, 978 69,037 78,550 
資f共投品、J、. の
Gr If 127, 897 136,959 149,548 
10' Gn If お4,877 306,866 335,030 
ヲi減G Gw If 132,489 142,857 154,669 
ノ守 G" If 22,943 28, 779 37,535 
タ
GP 百万円 26, 232 31,846 37, 330 
ン
基本型
DGP 5,368 5,484 5,484 の If 
イ変ヒ G.1 If 60,978 69,037 78,550 
2の0 
Gr If 127,897 136, 954 149, 548 
減タ4
Gn If お4,877 306, 866 335,030 
Gw If 132, 489 142, 857 154, 669 
GH If 22,943 28,779 37,535 
食 百万円 。 。 2,671 
タ イh If 。 712 44,082 
イ 石 If 
。 8,905 17, 811 
鉄 If 26, 716 53,433 90,480 
民 ず '" If 。 。 。I 機 If 。 。 259 
問 他 If 。 2,671 8,905 
投 食 百万円 。 。 2,671 
タ イヒ If 。 712 44,082 
資 イ 石 If 
。 8,905 17, 811 
鉄 If 26, 716 53,433 90,480 
プ ヨド If 。 。 。
I 機 If 。 。 259 
他 If 。 2,671 8, 905 
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予測値
46年 47年 48年 49年 50年
41, 695 45,556 48,971 48,971 54, 608 
4,365 3,861 3,415 3,415 2.617 
87, 522 96, 925 106, 780 106, 780 127, 888 
161, 773 174, 964 189,197 189,197 221, 013 
363, 623 395,876 432, 257 432,257 519,759 
168,254 185,616 207,804 207, 804 272, 277 
46,834 57, 807 70, 755 70, 755 104,240 
42, 210 46, 642 47,677 50, 361 52, 687 
3,880 3,432 3,035 2,684 2,326 
87,816 96, 831 105, 604 114, !48 122, 407 
162,136 174, 707 187, 268 199,816 213, 072 
364,659 395, 828 428,618 463, 113 499,234 
168, 748 185, 530 205,535 229, 380 259,210 
47, 164 57,847 69,598 82,559 96, 729 
11,350 14,575 17, 176 18,403 19,366 
106,802 136, 511 151,355 170,358 197, 211 
37,386 38, 900 40,467 49,373 58, 278 
91,014 104,014 117,370 126, 276 
1, 781 3,565 3,565 6,509 
1, 149 3,821 6,493 11,033 11.115 
8,905 21, 101 21, 101 21, 101 21,101 
11, 350 14, 575 17, 710 19,774 23,394 
106,802 136, 511 183,415 229,215 293,787 
37, 386 38,900 40, 467 ' 49, 373 62,338 
91,014 104, 016 117,370 153, 839 193, 914 
1, 781 3,565 3,565 3,565 6,509 
l, 149 '3,821 6,493 11,033 ll, 115 
8,905 21, 101 28,226 35,622 35, 622 
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